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1月は じ  め  に                    2.ア ンケート調査の概要

1995年に発生した阪神 ・淡路大震災では,6,400人 を超    全 国の自治体において耐震診断がどのように行われ,関
える犠牲者のうち,約 80%が 住宅の倒壊 ・損壊によるも   連 制度がどの程度整備されているかについて,ア ンケート
のであった。なかでも昭和 56年 (1981年)の 建築基準法   調 査を行なった。対象は全国47都道府県と13政令指定都
の大改正より前に建てられた木造家屋が多く倒壊し,在 宅   市 である。なお,県 の助成金によらず,市 町村で助成制度
中の多数の人が圧死 した。したがって,現 在でも全国に数   を 実施しているものについては網羅されていない。以下に

多 く存在する耐震性の低い木造住宅について,効 果的な策   ア ンケー ト調査の概要を示す。

をとることが,地 震時の人的被害の軽減に非常に重要であ   1)調 査の目的 :全国の自治体における民間建物の耐震診
ると考えられる。                       断 助成制度と診断状況の把握

昭和 56年以前の旧耐震設計基準による建物の耐震診断   2)調 査対象 :全 国47都 道府県,13政 令指定都市 (平成
と耐震補強 。改修については,こ の大地震の起こる前より     15年 4月 1日 に移行のさいたま市を含む)
必要性が訴えられていた。しかし,警 戒宣言発令体制を有   3)調 査方法 :各 自治体の建築指導課等の担当部署宛にア

する静岡県を除き,耐 震診断 。改修を実際的に検討 。実施     ン ケー ト調査票を郵送し,返 信用封筒にて回収 (横浜
していた自治体は震災前まではなかったといえる。       市 のみ,電 話により調査)

建物の耐震性を向上させることは,人 々の生命と財産を   4)調 査期間 :調査票の送付日 :平成 14年 12月 27日 ,回
守る上で最も基本的な防災対策である。倒壊した建物は道    収 期間 :平成 15年 1月 8日 ～ 1月 20日

路を開塞し,避 難や救出活動の阻害,火 災の拡大など,被    5)調 査内容 :

害を拡大させる要因ともなる。震災の教訓を踏まえ,多 く    ● 民間建物に対する耐震診断助成制度の有無
の自治体で昭和 56年以前に建築されたいわゅる既存不適    ● 制度の実施期間とこれまでの実施棟数 (木造 ・非木造
格建物を対象とした耐震診断助成制度が設けられるように     別 )

な り,そ の実施棟数 も次第に増えてきている。文献 1)   ● 対象としている建物について (建築年 。構造に関する
は,国 の支援制度と自治体の事例を紹介している。        制 限 :木造 ・非木造別)

著者らの研究グループは,こ れまでに耐震診断データを    ● 用いている耐震診断法と助成方法について (限度額 。

被害推定や効果的な地震防災対策に活用する方法につい     補 助率等 :木造 。非木造別)
て,様 々な提案を行ってきた

例えば2),3)。
すでにいくつかの    ● 回答者が都道府県の場合,市 町村での耐震診断の実施

自治体では数千から1万棟を超える診断結果が得られてお     状 況

り,建 物単体の地震対策だけでなく,地 域の地震防災に活    ● 耐震診断結果の集計の有無

用できる貴重なデータが収集されつつある。          ● 民間建物の耐震診断に対する広報の方法

本報では,平 成 15年 1月時点での,全 国の都道府県 。政    ● 耐震診断ホームページの有無

令指定都市における民間住宅の耐震診断への助成制度 。支   6)調 査回収率

援制度の整備状況,お よび診断棟数の実績を把握する目的    調 査票配布数 :59,回 収数 :56,回 収率 :95%
で行ったアンケート調査について,そ の結果を幸艮告する。
*東
京大学生産技術研究所 人 間・社会部門
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3ロアンケート調査の結果

表 1,2に 調査結果
一覧を示す。以下,ア ンケ

ー トの各

質問項目の単純集計結果について述べる。なお,ア ンケ
ー

トを回収できなかった3つの自治体については,助 成制度

の有無の集計においてのみ無回答として扱い,他 の項目で

は除外して集計した。また,東 京都では耐震診断の助成制

度を設けていないものの,各 区,各 市で個別に助成制度を

設けている ((社)東 京建設業協会のホームペ
ージのに詳

しい).

(1)民 間建物に対する耐震診断助成制度の有無

民間建物に対 して耐震診断の助成制度を設けている自治

体は,都 道府県が 16(委 託事業 としている宮崎県を含

む),政 令市は8で あった (図1).埼 玉県と和歌山県は,

以前から耐震診断に取り組んでいたが (埼玉県 :平成 9年

度～ 11年度,和 歌山県 :平成 10年度～平成 13年度),既

に制度が終了しており,今 後も実施する予定はない。

助成制度を設けていない自治体は,半 数以上であるが,

そのうち8府県,2市 が診断助成制度の実施を検討してお

り,宮 城県と高知県の2県については,平 成 15年度より

実施する予定である (図2).

(2)耐震診断の実施棟数

次に,助 成制度を設けているあるいは設けていた自治体

において,現 在までに何棟の建物について診断が実施され

たか,耐 震診断の実施棟数を図3に示す。ここで,棟 数が

多い神奈川県,横 浜市,静 岡県,兵 庫県は横軸を改め次頁

に示している.図 中で棟数が0となっているものは,助 成

制度が設けられているが,平 成 15年 1月までに診断が実
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施されていないことを表 している。

埼玉県 。和歌山県については,現 在は耐震診断助成を行

っていない。非木造建物で棟数を記入していないものにつ

いては,非 木造建物の助成制度が存在しない,あ るいはア

ンケートにおいて無回答であったことを意味する (詳細は

表1,2を 参照).

阪神 ・淡路大震災のあった兵庫県と,東 海地震発生の危
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図1 民間建物の耐震診断助成制度の有無

都道府県    政 令市

図2 未実施自治体における今後の耐震診断実施予定
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図3 平 成 15年 1月現在の耐震診断実施棟数 (つづき)

険性が指摘 されている静岡県では,と くに木造住宅の耐震

診断棟数が他の県 に比 して抜 きんでている。また,神 奈川

県,横 浜市も非常に多い。関東 。東海 ・阪神地域において

は実施棟数が多いが,そ の一方で仙台市を除く東北地方,

四国,宮 崎県を除く九州地方においては,あ まり診断助成

が行われていなかったことがわかる。

なお,静 岡県は,「TOuKAI(東 海 ・倒壊)-0」 と,「既

存建築物耐震性向上事業」の2つのプロジェクトを設けて

おり,そ れぞれ対象としている建物や助成条件が異なる。

そのため,以 下のアンケートの集計では,そ れぞれ 「静岡

県」,「静岡県2」として別々に扱うこととする。

(3)対象建物

表 1,2よ り,本 造 ・非木造にかかわらず,建 築年の制

限は15都道府県中14ケ所,8政 令市すべてと,ほ とんど

の自治体において,昭 和 56年以前の旧耐震設計基準によ

る建物のみとしていることがわかる。大阪府では,建 築年

に対して制限を設けていない。また,岐 阜県においては,

旧耐震設計基準であるということの他に,「住宅 。兼用住

宅 。長屋住宅で2階建てまで 。事業主体 (市町村)に て付

加する要件を満たすもの」という条件も加えている.

建物の構造に関する制限については,在 来軸組構法と伝

統構法木造住宅を対象にしている自治体が圧倒的に多い。

これは,阪 神 ・淡路大震災の教ヨ|を踏まえたものであると

考えられる。

静岡県2(既 存建築物耐震性向上事業)と 滋賀県,鳥 取

県では,建 物の構造について特に制限を設けていない。富

山県では,非 木造建築物のみを対象としていたが,本 造も

対象とする予定である。さいたま市では,在 来軸組構法以

外に,「区分所有共同住宅のうち,建 築物の耐震改修の促

進に関する法律による計画の認定を受けたもの」という条

件を付加している。大阪府では,① 「住宅であること」と,

② 「建築物の耐震改修の促進に関する法律 (平成 7年 12

月25日施行)の 第2条に掲げる特定建築物 (3階以上かつ
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□無料  圏 助成限度額口限度補助率あり 国 無回答
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図4 木造建物の耐震診断法と助成方式別の集計結果

床面積の合計が 1000m2以上の学校,体 育館,病 院,劇

場,観 覧場,集 会場,_展示場,百 貨店,事 務所,そ の他政

令で定める多数の者が利用する建築物。ただし,住 宅を除

く。)で あること」という2つの条件のみで,前 述したよ

うに建築年についても制限していない。

(4)耐震診断法と助成方法

木造の建物の診断法については,図 4に示されるよう

に,「木造住宅の耐震精密診断と補強方法
D」による診断

法 (以下,精 密診断法)が 9府県3市 と最も多く用いられ

ている。同じく 「わが家の耐震診断と補強方法
°
」(以下,

簡易診断法)を 用いている自治体は3県 4市 と少ない。し

かしながら,耐 震診断の実施棟数が多い兵庫県 (約8,200

棟)や 神奈川県 (3,135棟),横 浜市 (約11,000棟)等 で

は簡易診断法が採用されている。表1の月あたり診断棟数

をみると,無 料診断を採用する4自治体で100棟/月 を超

える。長野県では精密診断法を用いているが,住 民負担は

無料で,110棟 /月 となっている。診断希望者数は費用負

担に大きく左右されると考えられる.神 戸市では無料 (簡

易診断法)で あるが,17.8棟/月 とそれほど多くない。震

災経験が影響し,診 断助成を利用せずに補強工事を行って

いる,被 災後の修繕で補強も済ませている,大 地震に耐え

た住宅を信頼しているなどの理由が考えられる。

簡易診断法を用いている自治体は,診 断にかかるコスト

が比較的イヽさく,横 浜市や兵庫県など無料で診断士や建築
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士を派遣するなどの制度を設けている自治体もある。自己

負担がある場合でも,負 担費用は比較的小さい。これに対

し,精 密診断法は,簡 易診断法に比べ診断の手間と時間を

要する。この診断法を採用する自治体の助成方法の多 くが

費用の補助である。

静岡県では,精 密診断法のほかに,「わが家の専門家診

断」という独自の診断法を用いているが,そ の内容は精密

診断法に準じた診断法であり,伝 統構法に対する評価方法

も用意されている。なお,精 密診断法は,診 断法の高度化

のため (伝統構法など適用範囲の拡大を含む),現 在,(財 )

日本建築防災協会 。 (独)建 築研究所が改訂作業を行って

いる。
一方,非 木造建物では,主 に文献 7),8),9)の 3つ の

耐震診断法が用いられている (以下それぞれ診断法 1,2,

3)。8つ の自治体で,1～ 3の 3つ の耐震診断法が用いら

れている (神戸市では診断法 2・ 3,川 崎市では診断法

1・ 2と 回答,山 口県は無回答)。非木造建物の診断に要

する費用は,数 十万円から数百万円かかる場合もあるため,

ほとんどの自治体で,補 助率と限度額の両方を設けた助成

方式を採用している。

(5)耐震診断ホームベージ

住宅の耐震診断促進のため,イ ンタ
ーネットを活用 し,

簡易診断法のパンフレットや簡易耐震診断システムを提供

している自治体ならびに関係団体のホームページの所在

を,表 3に示す。非専門家の住民でも,該 当項目を選択す

るだけで簡単に耐震診断が行えるシステムが,複 数の自治

体で提供されている。また,和 歌山県では診断結果だけで

なく,入 力された延べ床面積から工事費用を見積もるシス

テムを提供している。

なお,著 者 らの調査
1の
では,住 民が文献 6)の 簡易診断

法を用いた場合,地 盤状況を良いほうに誤答したり,基 礎

のひび害Jれを見落とす傾向があった。また,壁 量の評点の

誤差が大きいなどの問題も見られた。簡易診断法の精度向

上のためには,地 盤情報の提供,基 礎ひび割れの参考写真

の例示,間 取 りに応じた壁量選択肢の提示などが考えられ

る。

4.ま  と  め

本報のアンケート調査結果から,以 下のことが明らかと

なった。平成 15年 1月現在,約 3割 の都道府県,約 6割

の政令指定都市において耐震診断の助成制度が設けられて
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いる。神奈川県 ・横浜市 ・静岡県 ・兵庫県ではすでに数千

棟から1万棟を超える木造住宅が診断されている。「わが

家の耐震診断と補強方法
の
」の簡易診断法を採用する自治

体では,住民の費用負担力測 さヽく,診 断実績が多い。また,

インターネットを活用した簡易耐震診断システムの導入も

進んできている.

既存不適格建築物の問題を解決するため,今 後も耐震診

断の助成制度を実施する自治体が増えていくと予想され

る。本報告がその制度設計の参考となることを期待した

い。
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10) Kohiyalna,M.`′ αJ.:Evalua■on of Scislllllc DiaglЮsis Mcthods for

Wooden Housing lntended for Web Servicc, 7th U.S./Japan

Workshop on Urban Earthquake Hazard Rcduction, Group2,

pp.1-8,2003.3.
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表 1 自 治体助成による民間木造建物の耐震診断の実施状況 (平成 15年 1月現在)

自治体
診断実施
柿数 実施期間

月あた り
診断横数

診断法
(※)

限度額
(円)

補助率・限度補助率
建築年に

関する制限
構造等に関する制限

宮城県
H15年 度よ

り実施予定
H15.4～H19.3 簡易

30,000σ)い

6.75(
22.5%(国 45%,県

,950/n市 町村 ,,xO/nヽ

S56.5.31
じI 前 在来構法

仙台市 H1410～ H19.3 667 簡易
税込31,50(

の内.28■5f
90%

S56.5.31
じI 前

在来構法

埼玉県 無回答
H9.4-Hll.3

過去に実施
無回答 無回答 無回答 無回答 無回答

さいたま市 H13.5～H16.3 精密 25,00C 50%
S56.531
以前

在来橋法。2階建て以下。

区分所有共同住宅の うち,耐震改修

促進法による 「計画の認定」を受

神奈川県

H13年 度末

までに

3,135

H8.4´VH18.3 簡易 30,000

市ヽヽ の補助額の1/2
又は実際に耐震診断
に要する経費の1/3の
いずれか低い額

S56.5.31
以前

在来構法

川崎市 H9.9～ H18.3 精密 50%以 内
S56.5.31

以前

在来構法。
一戸建て, 2世 帯又は

併用住宅。 2階 建以下

横浜市 糸守11,00C H7～ 118.3 簡易
無料
横浜市木造住宅耐震診断士を派遣

S56.5.31

以前
在来構法・伝統構法

富山県 H8.10～ 精密 無回答 無回答
S56.5.31
じI 前

制限なし

石川県 H7～ 精密 46,00C 50%以 内
S56.5.31
, 1 前

石川県で建築 された住宅かつ所有
者が自ら居住するもの

長野県 H14.11～H19.3 精密
無料

市町村が派遣
S56.5.31
以前

在来構法 ・伝統構法。市町村で付
加する要件を満たすもの

岐阜県 H144～ H16.3 27.6
精密

改良型
30,000

S56.5.31
以前

在来構法 ・伝統構法。住宅 ・兼用

住宅 ・長屋住宅で2階建て以下

静岡県 r,lo,oo( H13.12-H18.3 769.2
自治体
独 自

無料
静岡県耐震診断補強相談士を派遣

S56.5.31
以前

在来構法 ・伝統構法

静岡県2 H84～ 未定 精密 注参照 ('1)

住宅型 :2/3(国 1/3,

県1/6,市町村 1/6)

非住宅型 :1/3(県

1/6.市町村 1/6)

S56.5.31
以前

制限なし

愛知県 不明 H14.7^VH18.3 精密
無料(30,000:国1/2,県1/4,市町村
1/4)。市町村が耐震診断員を派遣

S56.5.31

以前

在来橋法。一戸建て、長屋、併用
住宅及び共同住宅で貸家を含む。
ただし空家は対象外

名古屋市
H13年 度未

H8.7～H15.2 自治体
独 自

63,000の 内
50%

S56.5.31
, I 前 在来構法

二重県 H15.1～H19,3 精密 無料
S56.5,31
じ1 前 在来構法 ・伝統構法

滋賀県 H12.9～ 精密
200,000のい

13800(

2/3(国 1/3,県1/6,

市町村 1/6)

S56.5.31
以 前

制限なし

京都市 H8.10- 簡易
3,000

診断士を派遣
S56.531
以 前

在来構法 。伝統構法 ・

木造2X4・ プレファブエ法

大阪府 H89～ 精密 注参照 ('2) 制限なし
①特定建築物 (住宅を除く)
②住宅

大阪市 H7.12-H16.3 精密
17,500/25,000/30,000

延べ面積に応じて定額。注参照 (・3)

S56.5.31

以前
在来構法

兵庫県 ネυ8,200

lIL宅

H12.4～ H15.3

特定建築物等

H8.4～ H13.3

2485 簡易 無料,注 参照 (=4)
S56.5.31
以前

在来構法 。伝統構法

神戸市 H12.10-H15.3 簡易
無料

診断士を派遣
S56.5.31

以前

在来構法 ・伝統構法。
共同住宅 ・戸建て住宅に限定

和歌山県
H10.4～ H13.3

1局去に実施
簡易 25,000 50%

S565.31
以 前

制限なし

鳥取県 H9.6～ H17.3 無回答 無回答 無回答
S56.5.31
以前

市1限なし

島根県 H13.4～ 精密 5,00C
1/6か つ 下 町 村 の補 助

類 ∩ 1′∠じf由

S56.5.31
木造2×4・ プ レファブエ法

岡山県
H15.1頃 か

ら診断実施
I114.4 V́ 簡易

30,000のい 2/3([目1/3,り詩1/6,

市町村 1/6)

S 5 6 . 5 3 1

以前
在来構法

高知県
H15年度よ
り車 桁 予 帝

H15～ 無回答 無回答
市町村が実施 したも
のに県が助成

無回答 無回答

宮崎県 無回答 無回答 簡易
無料。委託事業 として(D宮 崎県建築
住宅センターの建築士が診断

無回答 無回答

※耐震診断法を以下に示す。

精密 :「木造住宅の耐震精密診断と補強方法」(建設省住宅局監修,1985)めによる診断方法
簡易 :「わが家の耐震診断と補強方法」(建設省住宅局監修,1985)めによる診断方法
*1:静岡2では,既存建築物の図面の有無によって基準額が異なる。
'2:大阪府 (大阪市を除く)で は,①住宅を除く特定建築物と,②住宅で補助基本額および負担割合が異なる。
*3:大阪市では,平屋または2階建木造建物について,延べ面積区分 (100ぽ以下,100ピ 超 200ポ以下,200ポ 超 500ピ以下)で
診断費用が異なる。補助率については,いずれも1/2である.3階 建,延べ面積 500ピ超,高 さ13m超 または軒高9m超 の木造
住宅は,構造計算が必要なため,別 途積算する.
'4:兵庫県では,① 昭和 56年以前着工の住宅と,② 特定建築物について助成制度が設けられている.① では,診 断費用は無料.②
では,限度額は1棟あたり1,000千円。ただし,木 造賃貸住宅 (長屋,共 同住宅に限る)に ついては,限 度額は210千円.

8 9
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表2 自 治体助成による民間非木造建物の耐震診断の実施状況 (平成15年 1月現在)

自治体 診断実施棟数 実施期間 耐震診断法 (※) 限度額 (円) 補助率 ・限度補助率

埼玉県
H9.4～ Hll.3

渦 共 に章怖
無回答 無回答 無回答

さいたま市 無回答 H13.5～ H16.3 1,2,3
1戸 につき25,000

1棟 につ■100o_000
50%

川崎市 H123～ 未定
予備診断 :1棟 60,000
-般 診断 :一戸 30.000

横浜市 無回答 H7～ 無回答
予備診断 :無料
一般診断 :一戸 30.000

50%

富山県 H8.10- 1 , 2 , 3 200,000～ 300,000 無回答

静岡県2 H8.4～ 未定 1,2 , 3 注参照 ('1)

住宅型 :2/3

(国1/3,県1/6,市町村1/6)

非住宅型 :1/3

(県1/6.市町村1/6)

二重県 未定 (実施する予定)

滋賀県 1 H12.9～ 1,2,3 1,000,000
50%

(県1ノ4.市 町村 1/4)

大阪府 H8.9～ 1, 2 , 3 注参照 (=2) 注参照 (・2)

大阪市 224 H7.12～ H16.3 1 , 2 , 3
1,000,000
洋宏昭 r * R 、

50%

兵庫県 糸り1000 住宅 :H12.4～ H15.3 1 , 2 , 3 注参照 (・4) 注参照 (・4)

神戸市 H12.10～ H15.3 2,3 無料

和歌山県 1
H10.4～ H13.3

襦 +17生 愉
1 , 2 , 3 1,500,000 50%

鳥取県 H9.6～ H173 1 , 2 , 3 1,5001000 50%

山口県 1 H9～ 無回答
私立学校についての助成

2.500.000
50%

※耐震診断法の番号を以下に示す.

1:「既存鉄骨鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基
準 ・改修設計指針 ・同解説」(建設省住宅局建築指
導課監修,1997)つ による診断方法
2:「耐震改修促進法のための既存鉄骨造建築物の耐震
診断および耐震改修指針 。同解説」(建設省住宅局
建築指導課監修,1996)め による診断方法
3:「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準 ・

改修設計指針 。同解説」(建設省住宅局建築指導課
監修,1990,2001)の による診断方法

*1:静岡 2で は,図面の有無以外に,延べ面積区分 (4000」未満,4000
ピ～8000」未満,8000ピ 以上),建 物階数区分 (6階以下,7階 以
上)で 基準額が異なる.

オ2:大 阪府 (大阪市を除く)で は,① 住宅を除く特定建築物と,② 住宅
で補助基本額および負担割合が異なる。

■3:大 阪市では,診 断の費用は,建 築物の規模 ・構造 ・用途 ・設計図書
の有無等によつて異なる。ただし,共 同住宅については限度なし.

'4:そ
罰曇罰Eヵミar]児%槙毯T519,5齢讐毘毎嚢忌香り写=:｀
限度額は 1棟あたり1,000千円.

表3 自 治体ならびに関係団体の耐震診断関連ホームページ (平成 15年 4月 1日現在)

ホームページ管理者 インターネット情報のURL

国土交通省住宅局 http:〃www2.b可 .o■jp/hm/pdf■les/04.pdf わが家の耐震診断と補強方法(建設省住宅局監修,1985).

東京都
http:〃wwπ toshikei.metro.tokyo.jp/kenchikuノtaisin/kn」01.htm

簡易診断法 (評点A:診断対象外なし).ク リックして選択し計算.

山梨県
http:〃www.prelyamanashi.jpノdobokuノkenchiku/sidouんaisinnsinndannhyou.pdf

簡易診断法 (評′点A:診断対象外なし,C:1/0.9/0.8が若千異なる)の 診断票つきパンフレット.

長野県
http:〃ww‐ preinagano.jp/iyuutaku/kentiku/sidoゴtaisin/hyou.pdf

簡易診断法の診断票つきパンフレット.

静岡県
http:′′ww‐ taishinnavi,pref.shizuoka.jp/
簡易診断法 (壁の配置4種).ク リックして選択し計算.

三重県
http、ヽヽ w‐preimie.jpttutaku/hp/21/sindan/index.htm
簡易診断法 (評点のアルファベットが若千異なる。地盤 ・基礎 :診断対象外なし)の 診断表.

大阪府
http://wwvLprelosaka.jp/osaka‐pref/kenshi/ttyoku/sindan/sindan.htm
簡易診断法 (評点A:診断対象外なし).ク リックして選択し計算.

和歌山県
http:〃wave.wakayama.go.jp/taishin/phpノindex.htⅡll

簡易診断法 (評点A:診断対象外なし).ク リックして選択し計算.概算工事費用も計算.

(財)日本建築防災協会
http7/wwvLkenchiku‐bosai.or.jp/wagaya/wagaya.htm

耐震チェックプログラム 「我が家の耐震チェック」のダウンロードサイト.

(社)日本建築士事務所

協会連合会

http:〃www.ni■o■jp/calender/check/check.html
簡易診断法 (評点A:診断対象外なし).ク リックして選択し計算.

(a日 本建築学会 http://wwwa巧.or.jpttpn/seis輌/w00d/Wood‐2.htm 点 数加算型の独自の簡易診断法.


